















































れ，それぞれ 32 と 22 のユニタリー・カウンシルがある。また，北アイルラン
ドの 1 層制自治体は，カウンシルと呼ばれ，11 のカウンシルがある。






ンドでは，2 層制が 1 層制に再編されたが，イングランドでは，1 層制への再












































































ていない。また，その 41 のうちの 4 人は消防に関する権限も有している。
　ロンドンの地方自治の歴史を簡単に述べると，1965 年にロンドンを統治す
るグレーター・ロンドン・カウンシルが誕生したが，それは 1986 年に廃止さ












に GLA により設立されたものが多く，理事会や理事長は GLA の市長により任
命される。ロンドン・オリンピックの会場だった土地を管理するロンドン・レ




for London）の予算は 102 億ポンドで，その内，48 億ポンドはオイスター・カ

















































































2018 年度の地方自治体の歳出状況について見ると，歳出の 45% は 200 万人



















の都市であるバーンスリー（Barnsley）では，2009 年度から 2017 年度の間で
40% の削減，リバプールでは 30%（市民一人当たり 816 ポンド）の削減とい
う状況である。
イングランドの北部と南部では，削減率にちがいが見られる。北部の都市
では 20% の削減であったのに対して，南部の都市（ロンドンを除く）では 9%
の削減であった。ロンドンの削減率も大きかった。英国の総人口に占めるロン
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ドンの人口の割合は 16% であるが，財源削減に占める割合は 30% であった。
こうした全体的な削減の傾向に対して，オックスフォードとルートンの 2 つの


















では，ビジネス・レイトの資産評価を現在の 5 年ごとから 3 年ごとに変更し行
うことになっている。
　第 2 に，イングランドへの権限委譲はそのほとんどが延期されている。合同
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【質問 3】スコットランドやウェールズでは，地方自治体は 1 層制に再編され
たが，イングランドでは，なぜ 2 層制地域と 1 層制地域が混在しているのか。
なぜイングランドと他の地域の間にはこのようなちがいがあるのか。




ィは保守党の地盤で，保守党内から 2 層制から 1 層制への再編に反対意見があ
った。そこで，抵抗が少ない地域のみで，2 層制から 1 層制への再編が実施さ



















　（ 1 ）　 小論の本文（講演録）部分については，スティーブンズの講演内容を石見が翻
訳したものであるが，注および参考文献は石見の責任において執筆したもので
ある。





1970 年 6 月の総選挙で誕生したヒース保守党政権は，労働党政権下での案とは
全く異なる，イングランドの全域をカウンティとディストリクトから成る 2 層
制に再編することを盛り込んだ 1972 年地方自治法（実施は 74 年）を制定した。
これによって，カウンティ・バラは廃止され，それまであった市（non-county 










ら，1960 年代や 70 年代においてもモード委員会やベインズ委員会などで繰り
返し改善方策が検討されてきた。ブレア労働党政権は，1998 年の白書『現代の







に示された選択肢の中に公選首長制もあった。2001 年 5 月から 2002 年 1 月に




が，可決されたのは少数であった。また，2012 年 5 月 3 日，2011 年地方主義
法に基づいて，10 の都市で公選首長制導入をめぐる住民投票が実施されたが，
可決されたのはブリストル市のみであった。





　（ 5 ）　 シティ・オブ・ロンドンは，32 のバラと同じレベルの自治体であるが，特別な
位置づけを有している。例えば，シティ・オブ・ロンドンには，市民議会（Court 





（25 人）から選ばれる。市民議会の議員は 25 の選挙区から選出される。各選挙
区の定数は，人口や企業の規模に応じて異なる。一方，参事会は市民議会と同
じ 25 の選挙区から各 1 人選出される。参事会員には，通常，ビジネスなどで
立派な業績をあげた人がなる。また，シティ・オブ・ロンドンの警察は「ロン
ドン市警（City of London Police）」と呼ばれ，グレーター・ロンドンを管轄する「ロ
ンドン警視庁」とは異なる別の組織である。このような点に，シティ・オブ・
ロンドンの独特の性格が見られる（竹下　2008　pp.63-65）。
　（ 6 ）　 合同行政機構に関する設置根拠法は，2009 年地方民主主義，経済開発，建築
法（Local Democracy, Economic Development and Construction Act 2009）であっ
た。2011 年 4 月のグレーター・マンチェスター合同行政機構や，2014 年 4 月
のシェフィールド・シティ・リージョン，ウェスト・ヨークシャ，リバプール・
シティ・リージョン，ノース・イーストの各合同行政機構などは，同法に基づ
いて設置された。その後，2016 年都市・地方自治権限委譲法（Cities and Local 


























　（ 9 ）　 LEP（地方産業パートナーシップ）は，2010 年に誕生した保守党・自由民主党
から成る連立政権により導入された。それまであった地域開発公社（Regional 
Development Agencies: RDA）に代えて導入されたものである。RDA がイング
ランドの 9 つのリージョン単位で設置されていたのに対して，LEP はリージョ
ンより狭いサブ・リージョン単位で設置された（カウンティ単位で設置された




の LEP では，対象地域に重複が見られる（一部地域が複数の LEP に属している）。
国は，LEP 単位で地方産業パートナーシップを策定することを義務づけており，
この機会に，対象地域の重複を解消し，LEP の機能の強化を目指している（HM 
Government　2018, The Comptroller and Auditor General　2019）。
　（10）　 EU 加盟国の農業政策は共有化されていて，それは共通農業政策（Common 
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Agricultural Policy: CAP）と呼ばれる。英国が EU から離脱すると，英国は独自
の農業政策を実施することになる。従来の CAP では，補助金の交付方法が，所
有する農地の広さに基づいていたため，CAP の補助金の半分近くが大規模農家





することを目的としたものであり，EU 予算の中でも CAP に次いで大きく 26%
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